農地所有適格法人報告書記入例


（事業年度：　自　令和○○年○月○○日　～　至　令和○○年○月○○日）

令和○○年○月○○日
甲州市農業委員会会長　様

法人名　株式会社　甲州ファーム
所在地　甲州市塩山上於曽1085-1
代表者　代表取締役　甲州　太郎         ㊞
連絡先  ０５５３－３２－５０９２

　下記のとおり農地法第６条第１項に基づき報告します。

記
１　経営面積について
	経営面積
	田
	所有地
	ａ
	ａ

	
	
	賃貸借
	ａ
	

	
	
	使用貸借
	ａ
	

	
	畑
	所有地
	50ａ
	100ａ

	
	
	賃貸借
	30ａ
	

	
	
	使用貸借
	20ａ
	



２　農地法第２条第３項第１号関係
（1） 事業の内容　（記載要領１、２参照）
	農業
	左記農業に該当しない事業の内容

	生産する農畜産物
	関連事業の内容
	

	ぶどう
	農産物の加工・販売
	民宿経営

	もも
	ワイン醸造・販売
	造園

	
	農作業の受託
	


　
（２）売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	年　　度
	農　　業
	左記農業に該当しない事業

	３年前実績
	３，０００，０００円
	１，０００，０００円

	２年前実績
	５，０００，０００円
	２，０００，０００円

	１年前実績
	８，０００，０００円
	３，０００，０００円

	報告年度実績又は見込
	１０，０００，０００円
	４，０００，０００円



３　農地法第２条第３項２号関係
構成員すべての状況　
　（１）農業関係者（権利提供者、常時従事者、農作業委託者等）
	氏名
	議決権の数（口）
	構成員が個人の場合は以下の状況を記入

	
	
	農地等の提供面積
	委託作業内容
	農業従事日数

	
	
	権利の種類
	面積（ａ）
	
	

	甲州　太郎
	50口
	
	ａ
	
	200日

	甲州　一郎
	10口
	
	ａ
	
	200日

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	農業関係者の構成員の要件。議決権の割合が1/2超であること。

	
	

	
	
	
	
	
	



	60口

	100％


議決権の数の合計
農業関係者の議決権の割合

（2） 農業関係者以外の者（（1）以外の者）
	氏名又は名称
	議決権の数

	　　　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



	

	


議決権の数の合計
農業関連者以外の議決権の割合


４　農地法第２条第３項第３号関係及び第４号関係
（1） 理事、取締役又は業務を執行する社員全ての農業への従事状況
	
氏名
	　
住所
	　
役職
	農業への　　　従事日数

	

	
	
	
	
	農作業従事日数

	甲州　太郎
	山梨県〇〇〇番地
	代表取締役
	　　200　　日
	　　150日

	　甲州　一郎
	山梨県〇〇〇番地
	　　取締役
	　　200　　日
	　　150日

	
	
	
	　　
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



（2） 重要な使用人への農業への従事状況
	
氏名
	　
住所
	　
役職
	農業への　　従事日数

	

	
	
	
	
	農作業従事日数


	
	
	
	　　　　　日
	　　　　日[bookmark: _GoBack]平成28年4月施行の改正農地法で、役員要件が緩和されました。農作業従事については、「農業の常時従業者である役員の過半」から「役員又は重要な使用人のうち1人以上」に変更


	
	
	
	　　　　　日
	　　　　日

	
	
	
	　　　　　日
	　　　　日

	
	
	
	　　　　　日
	　　　　日

	
	
	
	　　　　　日
	　　　　日


（（２）については、（１）の理事等のうち、法人の農業に常時従事する（原則年間150日以上）であって、かつ、必要な農作業に農地法施行規則第8条に規定する日数（原則年間60日）以上従事する者がいない場合にのみ記載してください。）


